









































































との間に血縁関係または家族関係も有 ないため、子の出産までに、養子縁組の方式に基づいて法律関係を築くと見られる。しかし 代理出産者が「父の希望 」
（
intended father ）
の精子を利用する場合には、 者 が代理出産者の配偶者として、法律上、同等の推定権を有する 考えられる。 「父の希望者」に親権が推定される理由は 血縁
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有する母親ではないが、しかし、実際に子を分娩した人であるために、直ちに子の母親と推定される。し も、 「父母の希望者」が子との間に血縁関係を有せず また、家族 も有しない 、 が分娩された後 、養子縁組によって親子関係を築かなければならない。代理出産者に配偶者がある場
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　「父母の希望者」が自らの精子と卵子を使い、体外で受精された後に、受精卵を代理出産者の子宮に移植しても、代理出産者及びその配偶者が父母認定法に基いて子 父母と推定される。しかし、 「父母の希望者」が子と血縁関係を有し、父母と推定 る可能性が存するため、 「父母の希望者」は簡易的な父親
（母親）
認定手続を経て裁判所の命令を取得







て、代理出産者と委任する「父母の希望者」と 自己決定によっ 判断すべきと考えてい が、あ 者は代理出産 合法化されたならば、貧困女性は生育 道具となり、しかも 親


































または、間接的に代理出産に関連する問題を規律している。例えば、出生証明書の発行、または に関する報酬の受取などの問題を定めている。さらに 五つの州の控訴審裁判所が代理出産契約の適法性及び執行力などの事件 審理している。これら二七の州 中、二二の州は 定の形式を整えれば代理出産契約の執行力 認 が 五つの州は産を一切禁ずることを定めている。そ 他の二三の州およびワシントン州においては、代理 産問題に関する立法 は判例は見られずこれら 州においては、代理出産問題を認め






























1993 ）. ） 事件の審理において、代理出産者の受精卵が「父母






















































































































































条件を満すこと 求めてい 。① 代理出産者が子生母でなく、また、自己が「父母の希望者」 た に代理出産することを声明しなければ らない。②代理出産者に夫がいる場合、夫は自ら子 父親では ことを声明しなければならない。③「母の希望者」は、自らの、または 卵子 提供者によって寄付された卵子であることを声明し ければならない。④「父の希望者」は、自らの、または、精子の提供者によって寄付された精子 あることを声明しなければならない。⑤イリノイ州医師免許を有する医者は、代理出産によって出産した子が「母の希望者」若しくは「 の希望者」
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な一切の代理出産を禁止している。例えば、アリゾナ州法は、代理出産者によって 産した子は、代理出産者とその夫の子であると定めている。ワシントン州では、代理出産契約を禁止すると同時に、如何なる者も、 「代理出産契約 締結、関与、促進、手配または協力した場合」 、費用の受取有無にかかわらず 一万ドル以下の罰金、または 一年以下の有期懲役 課すると定めている。インディアナ州では、代理出産問題が公序良俗に背くという理由で、代理出産契約の効力を認めないと定めてい 。ミシガン州では 問題が公序良俗に背う た上、報酬を取得した代理出産の
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制しているように見られたが、しか これらの州の家事法は、裁判所が親権認定に関する事件を審理する際 、当事者が同意すれば、子の出生前 父母の身分関係を認定するこができると定め 。そのため、州 裁判所が代理出産問題に関する「出生前親権命令」事件を審理する際に、完全否定的な態度ではなく、むしろ、各裁判所によって異な 判決を下すこともあると見ら る。ニューヨーク州裁判所が審理した
A
ndres A


















. v. Judith N
. 事件は移植式の代理出産問題に


























. 2d 181 （
Sup. C
t. 1994 ）. ）
事件において、子と血縁関係を















































親権命令」に関する異議を有しな ことが、それらの 意思を実現する最も理想的な方法であると見られるが、しかしながら、やはりそれでも完璧であるとは言えない。例えば、代理出産にかかわる当事者が「 生前親権命令」を取得した後に態度を変えた場合には、裁判所にとって最も解決し難い局面への対処 強いられることとなる
（
Id. A








を処理する際に、多元的な方法を採っており、また、判断における差異も多い。しかし、当事者の間に異議が く、しかも、協力し合う事件に限って見れば、そ 代理出産契約の合法性及びその効力を認めて るようである
（紀・前掲書
一八八頁）
。但し、日本人が当事者であった場合に、アメリ
カ法上における有効性がそのまま認められるには、まだ暫く時間を要することは明らかである。 
（じょ・ずいせい
　
東洋大学法学部非常勤講師）
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